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◎給与支払報告書（個人別明細書）の記載例 

   

・住宅借入金等特別控除可能額 
(特定増改築等)住宅借入金等特別控除額が算出所得税額を超えるため、年末
調整で控除しきれない控除額がある場合には「住宅借入金等特別控除可能
額」を必ず記入してください。住民税の計算で使用します。  
      

・非居住者である親族の数 
配偶者控除又は配偶者特別
控除の対象となる配偶者及
び扶養控除の対象となる扶
養親族のうちに非居住者が
いる場合及び 16 歳未満の
扶養親族のうちに国内に住
所を有さない方がいる場合
には、その人数を記入して
ください。また、これらに
該当する人が非居住者であ
る場合は、区分の欄に該当
の数字を記入してくださ
い。  
  

・摘要欄 
◎控除対象配偶者に該当しな
い同一生計配偶者がある場合 
・給与の支払いを受ける方の
所得が 1,000 万円を超えてい
る場合、配偶者の合計所得が
48 万円以下であっても控除対
象配偶者には該当しません。
この場合、同一生計配偶者の
氏名及びその旨を記入してく
ださい(例「氏名(同配)」。 
 
◎特定親族特別控除に該当す
る場合は下記項目を記入して
ください。 
・特親人数 
・特定親族特別控除の額 
・区分欄（氏名横） 
 
◎所得金額調整控除額を適用
する場合 
・要件１…本人が特別障害の
場合は、記載は必要ありませ
ん。ただし、「本人が障害者」
の「特別」の欄に「〇」をつ
けてください。  
・要件２…同一生計配偶者が
特別障害者の場合、「同一生計
配偶者の氏名(同配)」と記入
してください。 
・要件３…扶養親族が特別障
害者、年齢が 23 歳未満の場
合、「扶養親族の氏名(調整)」
と記載してください。 
  
◎前職分給与を通算して年末
調整をした場合は前職の給与
支払額、社会保険料、源泉徴
収税額、支払者名、支払者の
住所、退職年月日を記入して
ください。 

※記載事項以外に不明な点がございましたら国税庁 Web

サイトまたは国税庁が配布している「年末調整のしかた」

等をご参照ください。 

注意点 

・住所欄は令和８年 1 月 1 日時点の住所を記

入してください。 

・退職者についても提出をお願いします。その

際退職年月日を記入してください。 
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